
■業績：
　　　　「情報発信・共有化」
　　　　豊富な不具合事例
　　　　　の蓄積と発信
　　　　　事例集発行、
　　　消費者セミナー開催

★課題:①日本の戸建木造住宅寿命は約33年（図1参照）と英国75年、米国44年と比べて短命。住宅ストックの有効活用。
　　　　　　　　　　　－住宅の質、既存住宅市場の未整備、住まい手への情報提供に格差、欠陥住宅問題、耐震対策-
　　　　 　②住まい手の住宅図書の保管、補修・改築履歴の記録保存、信頼できるメンテナンス診断の仕組み不十分。

●ミッション：

　　当住宅支援センターは「消費者とのネットワーク」を構築し、良質な住宅を建築し、かつ「長くメンテナンス」していくことで

　　「地球環境の保全」や家計に占める住宅コストの軽減に貢献し、QOL（クオリティ‐オブライフ）の向上を目指しています。

●基本活動：
　　　「住宅性能表示制度の普及啓発」を基本として、「優良な住宅づくり」や「登録住宅制度」などによる長期にわたる支援
　　活動を行い、住宅メンテナンス診断士および住宅インスペクターの全国的な人材育成はじめ諸活動で支援しています。
●団体概要：
 ・理事長　東樋口　護、・設立：2001年12月18日（大阪府認証NPO）、
 ・会員数：85名（正会員21社・人、利用会員56社、賛助会員5社、サポート会員3名(（2006年10月現在）
 ・大阪府住まいの評価・管理アドバイザー認定団体（2003年）、大阪府耐震診断改修技術者紹介システム協力団体（2006年）

図１　建築時期コーホートによる残存指数（全国１戸建木造・防火木造）
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（注1）総理府「住宅統計調査」、総務省「住宅・土地統計調査」を用いて筆者作成
（注2）1951～1960年の平均築後13年は欠損値のため両隣の築後年数の平均値を仮プロットしている。

図２　　都道府県別旧耐震住宅比率（２００３年）
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（注）総務省統計局『住宅・土地統計調査』を用いて筆者作成。

図3　建替えにおける従前住宅の築後年数割合（住宅金融公庫調べ）

0.4

7.8

21.7
22.8

20.4

6.7

8.1
8.7

3.4

5.6

3.5

11.8

20.8

25.6

11.6
10.9

7.7

2.6

0

5

10

15

20

25

30

10年未満 10～20年未満 20～25年未満 25～30年未満 30～35年未満 35～40年未満 40～50年未満 50～74年未満 75年以上築後年数

築
後

年
数

割
合

（％
）

1998年度

1999年度

2000年度

2001年度

2002年度

2003年度

（注1）住宅金融公庫『公庫融資　利用者調査報告　マイホーム新築融資編』平成10年度－15年度版を用いて筆者作成。
（注2）有効サンプル数：1998年度　ｎ＝18,459、1999年度　ｎ＝15,744、2000年度　ｎ＝15,259、2001年度　ｎ＝11,873、
　　　　　　　　　　　　　　　2002年度　ｎ＝3,563、2003年度　ｎ＝6,738

２００６年度　都市住宅学会業績賞：

　　「末永く安心して暮らせる住まいづくりへの先駆的市民サポート活動展開
　　－登録住宅制度の普及活動と住宅の長寿命化支援システムの実践－」

住まい、くらし《社会的背景》

現場調査①（兵庫築後118年住宅） 現場調査事例②

　Support　System

「住宅インスペクション」
有資格者による適確な
現場検査と診断書報告
　（関西地区）

　　　　「登録住宅制度」
性能表示住宅の設計図書等の
デジタル保存（最長75年）と
　　関連利用サービス提供

「専門人材育成」
住宅メンテナンス診断士

住宅インスペクター
（商標登録・第4956004号）

１．住宅メンテナンス診断士育成事業：11回実施（東京、大阪他）

●診断事例集（2006年発行、￥３，０００） ●l講習会テキスト（改定3版）

２．消費者啓発・広報活動：

●シンポジウム「住まいづくり・まちづくり」大阪、０５/３） ●サポート会員の住宅相談

●大阪城NPOフェスタ（05/10） ●電話相談会（０６/５） ●大阪市生涯学習会（０４/２）

●第１回診断士講習会（大阪03/３） ●耐震診断講習会（０６/５） ●技術講習会
　（名古屋、05/10）

　　　　　     NPO法人　住宅長期保証支援センター《略称：住宅支援センター》
　　　              　〒540-0012　大阪市中央区谷町１丁目7-4　MF天満橋ビル５F

              TEL(０６）６９４１－８３３６　FAX(０６）６９４１－８３３７URL:http://www.hws.or.jp  E-mail:info@hws.or.jp


